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業務改革グループ
１　ＩＴ事業の推進・調整

(1)　ＩＴ事業の推進

　各部局等が行うＩＴ事業を技術面、調達面から支援するため、情報システム基礎調査の実施、部局担当窓口の設置やシステム調達仕様書の確認をするなど、各部局等がＩＴ事業を計画的・効率的に推進できるよう取り組んだ。

○　情報システム基礎調査

庁内における情報システムの全体像を把握し、情報関連コストの適正化並びに情報システムの改善、刷新等の検討の基礎資料とすることを目的として実施した。

・調査対象システム   232システム

○　部局担当窓口

部局担当窓口を設置し、各部局等のＩＴ事業に関する相談や予算確認などを実施した。

・相談件数
 　 65件

・予算確認件数
　 248件

○　仕様書確認

契約局の審査会案件（予定価格が３千万円以上の物品調達案件及び予定価格が２千万円以上の委託役務業務（リースを含む））に該当する各部局等のシステム調達仕様書について、より適正な調達となるよう仕様書の見直し等を指導した。

・仕様書確認件数 　18件

○　行政情報化推進主任者連絡会議

　　全庁及び部局等の行政情報化を効率的かつ円滑に推進するため、各部局の行政情報化推進主任者を招集し、情報伝達を行った。
・平成30年８月22日開催

平成31年度当初予算に関する要求内容の確認について 等

・平成31年３月19日開催

　　ＩＴ調達に係る仕様書確認作業の注意事項について 等

○　次世代情報システム技術の調査研究

ＩＣＴの利活用について調査及び検討を行う次世代情報システム技術の利活用検討ワーキンググループにおいて、ＩＣＴ関連技術や製品の動向調査等を行った。
・平成30年６月12日開催

ＩｏＴと周辺技術の動向について
・平成30年７月９日開催

　　人工知能についての情報提供
・平成30年９月10日開催

ブロックチェーン技術

・平成31年１月16日開催

　　大阪市ＩＣＴ戦略/ＡＩ活用の取り組み

(2)　他都道府県との連絡調整

　他都道府県とのＩＴ事業に関する意見交換のため、以下の会議に参加した。

・　全国都道府県情報管理主管課長会議　　　２回

・　近畿ブロック情報管理主管課長会議　　　２回

２　働き方改革・業務改革の推進

(1)　大阪府庁版「働き方改革」の推進

大阪府庁版「働き方改革」第１弾、第２弾における各テーマの推進に取り組んだ。
○　タブレット端末機の本格導入（「働き方改革」第１弾より）
行政のＩＴ化、働き方改革を推進し、職員の業務遂行の利便性を向上させるため、タブレット端末機によるモバイルワークを平成29年８月に本格導入した。事業詳細は３（１）を参照。
○　音声認識技術（ＡＩ）を活用した議事録等作成支援事業（「働き方改革」第２弾より）
音声データから議事録を書き起こす「音声認識技術」を用いて、会議に係る事務負担の軽減を図ることを目的に、平成30年度に試行導入した。
試行導入の結果、導入効果が期待できることから、翌年度以降も事業継続することとした。

・削減時間　月平均　約70時間
年間推計 837時間

○　ペーパレス・ミーティングの推進（「働き方改革」第２弾より）

平成29年８月からコスト、時間、保管場所の無駄を低減するペーパレス・ミーティングを実施している。ＩＴ・業務改革課内でタブレット端末機やモニター等を用いて電子データ資料による会議を推進している。

　　また、希望する部署にタブレットを貸出し、ペーパレス・ミーティングの実施を支援した。
・印刷枚数　前年比　　　　　約25％削減

　　　　　　前年同月比　最大約56％削減
○　フリーアドレスの試行実施

　　ＩＴ・業務改革課の中で、職員の席を固定しないフリーアドレスの試行実施を行い、コミュニケーションの活性化やペーパレスの取組みを推進した。

○　庁内ウェブページの検索機能の向上（「働き方改革」第２弾より）

　　ＩＴ・業務改革課の庁内ウェブページを見直し、掲載情報の検索改善を図った。
○　ＲＰＡ試行導入（「働き方改革」第２弾より）
府庁内の事務作業にＲＰＡ（※）を適用し、業務効率化を図ることを目的とした実証実験を実施し、導入効果や課題についてとりまとめた。

・削減時間　年間推計　527.3時間（自動化できた６業務の合計）
（※）ＲＰＡとは、Robotic Process Automationの略。人が行うパソコン上の作業手順をソフトウェアロボットに覚えさせることで、パソコン操作を自動化できるもの
○　働き方改革・ＩＴセミナーの開催

　　府庁版働き方改革の取組状況や先進的な民間企業の事例を紹介することにより、各部局の取組みを推進することを目的として、働き方改革・ＩＴセミナーを実施した。
・平成31年１月24日開催
先進事例の講演、大阪府での取組状況　等
(2)　業務改革の推進

○　業務改革の推進

日頃の業務執行やサービスを振り返る契機とすることや、職員が自発的、自立的に業務改善に取組む機運を高めるための意識啓発の一環として、業務改善に係る職員提案を募集した。

３　タブレット端末機の活用
(1)　タブレット端末機の導入

　　試行導入により職員の作業時間削減、負担軽減、セキュリティの向上、意思決定の迅速化、府民サービス(プレゼン能力)の向上等に効果が見られたため、平成29年８月からタブレット端末機500台を本格導入している。平成30年度の新規貸与所属及び業務は、事前調査（平成30年１月実施）の上、ヒアリングにより選定した。また、利用所属に対し、年度末に効果検証等を実施し、より効果的な業務へ振り向ける等効果的に活用できるよう運用している。
○　機種、導入台数及び契約期間
・　機　　種：ｉＰａｄ

・　導入台数：500台

・　契約期間：平成29年８月１日　から　令和３年７月31日　まで（４年間）

　○　貸与所属及び台数
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広域グループ

１　大阪電子自治体連絡会の運営等

平成14年４月25日に電子自治体の実現と地域情報化の推進に寄与することを目的に設立した大阪府及び府内全市町村の情報担当部署から構成される大阪電子自治体推進協議会は、平成27年４月１日に「事業や契約の当事者となる組織体」から「調査研究や企画立案を行う組織体」に移行し、名称も「大阪電子自治体連絡会」とした。

事務局は引き続き大阪府に設置することになり、事務局の運営を行った。

 ○　平成30年度の主な活動

①　情報セキュリティ技術セミナーの開催

・情報セキュリティ技術セミナー
日　時：　平成30年８月20日
場　所：　マッセＯＳＡＫＡ
参　加：　35団体98名〔自治体関係62名、警察関係36名〕
近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催し、情報ネットワークシステム担当者を対象に情報セキュリティにおけるインシデント事例や対応方法、および最近のサイバー攻撃情勢やＷｅｂ改ざんに関する脅威と対策についての講演を行った。

・Ｇ20大阪サミットに向けた情報セキュリティ実践研修
日　時：　平成31年１月17日
場　所：　大阪府警察本部
参　加：　31団体39名
令和元年６月にＧ20サミット首脳会議が開催予定で、開催前後には府内の自治体を狙ったサイバー攻撃が増加することが予想されることから、セキュリティ対策を目的とした研修を近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催で実施した。

②　市町村間での意見交換、情報共有

· 大阪電子自治体連絡会メールマガジンの発行
府内市町村に向けた大阪府及び大阪電子自治体連絡会の取組みや国からの照会・通知　の状況等を情報発信した（発行数：12回（毎月１回））。

· メーリングリストの運営
マイナンバー制度（情報連携対応）
件数：20件
情報政策全般


件数：31件

· 電子自治体推進に関するアンケート調査
府内市町村の情報化に関する課題を洗い出し、課題に対する対応について市町村間　の相互の情報共有を行い、電子自治体推進の参考とすることを目的として実施した。

③　ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク連絡部会の運営

· 事業者とのＬＧＷＡＮ運用定例会にて運用状況の報告を受けた（12回（毎月１回））。
· ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク運営連絡会の開催
日　時：　平成30年９月28日（第１回）、平成31年３月20日（第２回）

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ

府内市町村に対して、令和２年２月に予定している次期ＬＧＷＡＮ府域ネットワークの更新に係る仕様や調達手法等について事務局案を提示し、予算化及び共同調達に向けた説明を実施した。

２　総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、各地方公共団体と国の各省庁及び住民との間の情報交換手段確保のための基盤とすることを目的としている。

○平成30年度の主な活動

・　ＬＧＷＡＮ運営に対する都道府県の役割に鑑み、府内市町村とＬＧＷＡＮ運営主体（地方公共団体情報システム機構）と連絡・調整などを行い、ＬＧＷＡＮの円滑な運営に努めた。特に平成30年度は、ＬＧＷＡＮへの接続拠点となる都道府県ノードが８月に更新時期を迎えたことから、府内市町村と連携を図りながらＬＧＷＡＮ運営主体による更新作業を支援し円滑な移行を実現した。

・　ＬＧＷＡＮ運営主体が運営するネットワークの経費を各都道府県の応分割合により負担した。

経費の内容：　全国ネットワークオペレーションセンター、都道府県ノードの運営費用及び両者間を結ぶバックボーン回線の費用

　　　地方公共団体情報システム機構への負担金

	
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	決算額
	33,349,000円
	36,769,000円
	38,294,000円


３　公的個人認証サービスの運用

公的個人認証サービスは、インターネット上の本人確認を安全･確実に行うための電子証明書をＩＣカードに格納して住民へ発行する制度であり、電子政府・電子自治体の基盤とすることを目的としている。平成28年１月からは、マイナンバーカードに標準搭載されることとなった（平成27年12月までは住民基本台帳カードに搭載）。
・地方公共団体情報システム機構への負担金

	
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	決算額
	81,454,262円
	103,671,910円
	141,544,968円


４　マイナンバー制度に係るシステムの整備

　  マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤である。大阪府庁内における本制度に係る業務は、行政経営課が制度全般、ＩＴ・業務改革課が庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。

システム整備に関しては、平成29年７月からの情報連携を開始するにあたり、地方公共団体では中間サーバと統合宛名システムの整備、関連システムの改修が必要となるため、平成27年度に統合宛名システムを調達し、平成28年度より運用を開始した。
平成30年度は、運用保守業務を行うとともに、情報連携を行うためのデータ標準レイアウトの変更に対応するための改修業務を実施した。

・大阪府統合宛名システム構築及び運用保守業務委託

	
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	決算額
	23,527,454円
	17,194,161円
	17,194,161円


・データ標準レイアウト改版に伴う大阪府統合宛名システム改修業務

	
	平成30年度

	決算額
	4,445,280円


中間サーバについては、経費節減・セキュリティ・運用の安定性の確保の観点から、地方公共団体情報システム機構が整備するＡＳＰサービスを利用することとし、負担金を支払っている。また、本業務に係る社会保障･税番号制度システム整備費補助金に関する事務を実施した。
・中間サーバ交付金


	
	平成28年度
	平成29年度
	平成30年度

	決算額
	8,069,000円
	7,368,000円
	7,766,000円


（平成29年６月分までは全額を負担金としていたが、総務省令改正により、平成29年７月分以降は交付金として支払）

５　自治体クラウド

自治体クラウドとは、クラウドコンピューティングをはじめとする情報通信技術を電子自治体の基盤構築に活用し、複数の地方公共団体が情報システムをデータセンターに集約してこれを共同利用することにより、情報システムの効率的な運用等を目的とするものである。

平成27年７月に自治体クラウド検討会を設置し、府内市町村と共に自治体クラウド導入に向けた検討を進めている。

 ○　平成30年度の主な活動
　　　①　自治体クラウド検討会

日　時：　平成30年11月14日

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ
参　加：　府内37団体47名
総務省による講演、阪南市・太子町による自治体クラウドの取組の報告、及び大阪府による大阪版自治体クラウドの進捗と今後の方針について提案が実施された。
　　　②　大阪版自治体クラウド（豊能町、河南町、千早赤阪村）の導入支援

３町村による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者との調整等、共同システム導入に向けた支援を実施した。

③　大阪版自治体クラウド（阪南市、太子町）の導入支援

平成30年７月13日に大阪府も参加した協定を締結し、太子町における自治体クラウドシステムの導入を支援した。

④　枚方市、門真市、守口市、河南町による内部情報システム共同調達に向けた情報提供依頼（以下、ＲＦＩ）の実施
ＲＦＩ公告期間：平成30年８月31日～平成30年９月26日（提案事業者数：４）

　　　⑤　島本町、能勢町のシステム共同調達に向けたＲＦＩの実施

ＲＦＩ公告期間：平成31年１月30日～平成31年３月８日（提案事業者数：６）

６　市町村の自治体情報セキュリティ対策の支援

日本年金機構における個人情報流出事案を受け、地方公共団体における情報セキュリティに係る抜本的な対策として、平成27年11月、総務省において「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」が取りまとめられ、「インターネット接続系においては、都道府県と市区町村が協力してインターネット接続口を集約した上で、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じること。」とされた。

これを受けて、平成28年度に大阪版自治体情報セキュリティクラウドの概要設計及び構築を行った。運用期間は平成29年度から令和８年度の10年間で、平成30年度までに42市町村が参加している状況で、令和元年度までに府及び府内全市町村が参加を予定している。

(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築等業務
	（株）ケイ・オプティコム
	平成28年９月～令和９年３月
	162,000円


※「（株）ケイ・オプティコム」は平成31年４月１日より「（株）オプテージ」へ改名

(2)  平成30年度の主な活動

・大阪版自治体情報セキュリティクラウド勉強会

日　時：　平成30年５月18日

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ
参　加：　40団体62名

大阪版自治体情報セキュリティクラウドの構成、機能や運用フローについて説明を　行った。

７　携帯電話等エリア整備事業

地理的に条件不利な地域（過疎地、辺地、離島、半島など）において、市町村が携帯電話等の基地局施設（鉄塔、無線設備等）を整備する場合に、当該基地局施設や伝送路の整備費用に対して国が補助金を交付する。府内市町村から要望があれば、大阪府携帯電話等エリア整備事業費補助金交付要綱に基づき、都道府県に対しても2/15（世帯数が100以上の場合1/5）を標準的な負担割合として、事業費の一部を負担するよう求められている。
平成30年度は、府内市町村からの要望はなく、補助金の交付は行っていない。

８　その他の情報化に係る市町村支援

· 平成30年度の主な活動

①　コンビニ交付システム導入支援

・コンビニ交付システム説明会

日　時：　平成30年７月11日

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ

参　加：　15団体21名

コンビニ交付未導入の団体向けに、地方公共団体情報システム機構による講演、システムベンダーによるシステム説明及び大阪府による共同調達の提案を実施した。

・コンビニ交付システム共同調達に向けたＲＦＩの実施

参加団体： 17団体（貝塚市、松原市、高石市、藤井寺市、泉南市、四條畷市、大阪狭山市、阪南市、島本町、豊能町、能勢町、忠岡町、田尻町、岬町、太子町、河南町、千早赤阪村）

ＲＦＩ公告期間：平成30年８月27日～平成30年９月21日（提案事業者数：４）

②　「地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドラインの改定等に係る勉強会」の開催
日　時：　平成30年12月６日

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ
参　加：　37団体51名
政府機関等における情報セキュリティ対策のための統一基準群の改定や新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化策の実施等を踏まえた標記ガイドラインの改定等について、総務省から講師を招いて勉強会を開催した。

③　次世代技術の活用状況報告会の開催
日　時：　平成30年12月６日

場　所：　マッセＯＳＡＫＡ
参　加：　38団体59名
大阪府における次世代技術の導入に向けた取組み（ＡＩ音声認識サービスの導入、ＲＰＡの実証実験）について、報告会を実施した。

情報基盤整備グループ
１　情報通信基盤等の整備・運用管理
庁内の情報通信基盤等（職員端末機や庁内ネットワーク、職員認証、電子メールシステム等）を整備するとともに、その運用管理業務を実施した。また、職員の業務遂行時の利便性の向上を目的にタブレット端末機によるモバイルワーク環境を構築した。
(1) 情報基盤サーバ機器等の運用管理業務（サポートセンターの運営）
庁内ネットワーク（個人番号利用事務ネットワーク、ＬＧＷＡＮネットワーク）、情報基盤サーバ、職員端末機等、各種業務システムの運用保守を行った。また、コンピュータ室（別館２階）の管理及び職員端末機等コールセンター業務（職員端末機及びネットワーク障害対応、行政文書管理システム他各種システムの利用関する問い合わせ対応等）を行った。
　(2) 情報通信基盤機器等の整備・運用
以下の情報基盤を構成するサーバ機器等の整備・運用を行った。
	機器名
	概要

	情報基盤サーバ等機器
	職員が日々利用している情報基盤（職員認証、電子メール、庁内ウェブページ、職員及び所属用ファイルサーバ、Ｍドライブ、職員端末機運用環境等）を構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	個人番号利用事務ネットワーク用情報基盤サーバ等機器等
	個人番号利用事務ネットワークで利用する職員認証、端末機の運用管理、ファイルサーバなどを構成するためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	モバイルワークで使用する情報基盤機器等
	タブレットから庁内ネットワークへの接続に必要となる暗号化通信を実現させるための装置やリモートデスクトップサーバ等の基盤となる機器及びソフトウェア。

	大阪府ウイルス対策サーバ機器等
	職員端末機等のウイルス対策のため、ウイルスパターンファイルの配信や情報管理等を行うための機器及びソフトウェア。そのほか、一部の所属用のファイルサーバとして使用している。

	議会サーバ等機器
	議会ネットワークにおいてネットワーク管理を行うためのサーバ等の機器及びソフトウェア。

	ＤＨＣＰサーバ等機器
	職員端末機等に庁内ネットワークに接続するためのＩＰアドレスを自動付与するためのサーバ機器。


２　職員端末機等の整備・運用
以下の職員端末機等の整備・運用を行った。
	種別
	調達年度・月
	台数

	職員端末機
	平成26年度12月（★）
	通常：3,256
シンクライアント：1,870
(シェアサーバ：94)

	
	平成26年度３月（★）
	1,909

	
	平成27年度３月
	通常：1,337
ｼﾝｸﾗｲｱﾝﾄ：　913
(シェアサーバ：48)

	
	平成28年度12月
	479

	
	平成28年度12月（個人番号利用事務）
	70

	
	平成29年度３月
	58

	
	平成30年度12月（☆）
	5,177

	
	平成30年度12月（ＬＧＷＡＮ用）（☆）
	50

	
	平成30年度３月（☆）
	1,943

	
	計（平成30年度末現在）
	10,027

	プリンタ
	平成26年度12月
	61

	
	平成27年度３月
	176

	
	平成29年度３月
	22

	
	計（平成30年度末現在）
	259

	モバイルワークで使用するタブレット端末機
	平成29年度８月
	500

	モバイル端末機
	平成26年度12月（★）
	10

	
	平成30年度12月（☆）
	10

	テレワーク用モバイル端末機
	平成30年度７月（☆）
	10


※職員端末機は４年、プリンタは５年リース。（☆は平成30年度開始、★は終了）
※台数は予算所属替えによるものを含む。
３　共通利用機器の管理運用等
(1)  共通利用機器の管理
全庁共通で利用するシステム機器等の保守・運用管理を行った。
	機器名
	概要

	光学文字読取装置(ＯＣＲ)
	職員採用試験等のマークシート回答を読み取り、電子化するなどして処理するための装置。

	一括出力用プリンタ
	給与システムや債権管理システム等の大量出力帳票を印刷するための機器。

	ＯＡ研修室サーバ機器等
	職員研修センターＯＡ研修室（咲洲）で使用する端末機を管理するサーバ機器やネットワーク機器、プロジェクター、研修運用支援ソフトウェアなど。

	モバイル端末機
	出張等において、庁外からも庁内ネットワークに接続し、資料の確認やメールの送受信等を行うための小型軽量の端末機。


(2)  データの遠隔地保管
情報基盤サーバにおける重要なデータの他、統計課、契約局、子ども室、健康医療総務課、事業管理室が所管する情報システムのバックアップを磁気テープに格納し、定期的な集配により遠隔地に保管した。
４　庁内ネットワーク環境等の整備・運用
(1)  庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務
庁内ネットワーク機器等の更新時期にあわせ、庁内ネットワークの環境に応じた最適な技術等を適用した設計を行うとともに、設計後の調達・構築における施工管理を行うため、庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務の委託を行った。
(2) 庁内ネットワーク接続機器等の整備・運用
庁内ネットワーク接続機器の整備・運用を行った。
	機種名
	概要

	大阪府庁内ネットワーク機器等
	データセンターや別館コンピュータ室に設置しており、庁内ネットワーク全体を構成する機器。ファイアウォール、帯域制御装置、監視装置、ログ管理サーバ等様々な機器が含まれる。

	庁内ネットワーク無線ＬＡＮ機器等
	本館、別館、新別館における各執務室の無線ＬＡＮ環境を整備し、平成26年度から平成28年度にかけて段階的に調達したもの。

	庁内幹線ＬＡＮ装置等
	新別館に設置している庁内ネットワーク機器。

	個人番号利用事務ネットワーク機器等の賃貸借
	個人番号利用事務ネットワークの構成に必要となる機器。

	新型ファイアウォール機器の賃貸借
	庁内ネットワークとインターネットとの通信におけるセキュリティレベルを向上させるため、庁外からの不正侵入や不正操作等を検知するための機能を備えたもの。


(3) 庁内ネットワーク監視
庁内ネットワークと接続するサーバ等機器の稼働状況やネットワーク機器の通信ログについて、監視業務を実施した。
	名称
	概要

	庁内ネットワーク監視業務
	庁内ネットワーク機器や各種サーバ機器等をネットワーク経由で監視し、障害発生を速やかに検知することにより、迅速な対応を図る。

	庁内ネットワークログ分析及びセキュリティインシデント報告業務
	庁内ネットワークに設置しているファイアウォール、プロキシサーバで記録する庁外との通信ログの分析を行い、セキュリティインシデント検知時に報告を受けることにより、情報の漏えいや外部からの攻撃を速やかに検知し、被害の抑制を図る。


(4) 出先機関、インターネット等の回線サービスの整備・運用
出先機関等への回線サービスの整備・運用を行った。
	名称
	概要

	大阪府咲洲庁舎に係る回線サービス
	咲洲庁舎とデータセンターを結ぶ回線サービス及び、咲洲庁舎内の無線ＬＡＮサービスの提供。

	出先機関等に係る回線サービス
	100か所を超える出先機関と庁内ネットワークを結ぶ回線サービス。

	出先機関等ネットワーク機器の賃貸借
	出先機関等に係る回線サービスの利用に必要となるネットワーク機器。

	東京事務所接続回線サービス
	東京事務所とデータセンターを結ぶ回線サービス。

	大阪府公開用インターネット接続サービス
	府ウェブ、電子申請、電子調達システムなど、府民等への情報提供及び電子メールによる通信のために利用する回線サービス。
平成31年１月よりセキュリティクラウドサービスに移行。

	大阪府閲覧・ＶＰＮ用インターネット接続サービス
	庁内ネットワークからインターネットを閲覧及び庁外から保守等を行うことを目的に、ＶＰＮ（暗号化）通信により接続するために利用する回線サービス。
平成31年１月よりセキュリティクラウドサービスに移行。

	インターネット緊急用回線サービス
	インターネットの閲覧が遅いなどの場合に、障害切り分けのため、庁内ネットワークを介さず、インターネット接続するための回線サービス。

	議会用インターネット回線サービス
	議会ネットワークにおいて、府議会議員がインターネット接続するために利用する回線サービス。

	モバイル端末機に係る回線サービス
	モバイル端末機をネットワークに接続するために利用する通信回線サービス。

	モバイルワークで使用する回線サービス
	タブレット端末機の接続先となる庁内に設置したリモートアクセスサーバと、インターネットを接続する回線。

	セキュリティクラウドサービス
	市町村が個別に実施していたインターネット接続やセキュリティ対策を、都道府県ごとに集約化するとともに、監視機能を強化するため構築した大阪自治体情報セキュリティクラウドサー日ビスの利用。各都道府県で進められているところ。


 (5) データセンターの利用
 24時間稼働を必要とする庁内ネットワーク機器や各情報システムを稼働環境確保のため、データセンターを利用した。
	名称
	概要

	サーバ機器等のハウジングサービス
	情報基盤サーバや庁内ネットワーク機器の他、各所属の所管する業務システム等を高いセキュリティと耐災害性を備えたデータセンターに預けることにより、情報システム等の安定稼働を図るための契約。

	高津データセンターオペレーション業務
	データセンターにおいて、サーバから遠隔地保管用の磁気テープの取り出しや受け渡し、各種サーバ機器のランプ状態の確認、障害発生時の再起動など軽微なオペレーション作業を委託するもの。

	データセンターと大阪府庁別館の回線サービス
	データセンターと大阪府庁別館を結ぶ回線サービス。これにより、データセンターに設置した情報基盤等のサーバを庁内ネットワークから利用する。


  (6) 別館２階コンピュータ室の管理
主として、庁内事務に使用する各情報システムに利用する機器を設置している別館２階コンピュータ室の管理を行った。

	名称
	概要

	電算機室自動扉保守業務
	コンピュータ室はセキュリティ確保のため、入退室管理装置により自動扉の開閉を制御している。自動扉を良好な状態に維持するため、定期的に点検を行う。

	空調機設備保守業務
	コンピュータ室にはサーバやネットワーク機器が多数設置されており、安定的な稼働には空調機による温度管理が重要となる。そのため、定期的な空調機設備の点検を行う。


  (7) 出先機関のＬＡＮ工事
 府民センター等出先機関の建築物内のＬＡＮ設備については、平成14年度前後に整備したが、耐用年数を経過し劣化が見られることから、再整備を行った。（営繕工事として設計・施工）
以下に実施９拠点名を示す。
・豊能府民センター（豊能府税事務所、池田土木事務所）
・三島府民センター（三島府税事務所、北部農と緑の整備事務所、茨木土木事務所）
・北河内府民センター（北河内府税事務所、枚方土木事務所）
・中河内府民センター（中部農と緑、八尾土木事務所）
・南河内府民センター（南河内府税事務所、富田林子ども家庭センター、南河内農と緑の整備事務所、富田林土木事務所）
・泉北府民センター（鳳土木事務所）
・泉南府民センター（泉南府税事務所、泉州農と緑の整備事務所、岸和田土木事務所）
・茨木保健所
・教育センター
５　情報セキュリティ
  (1) セキュリティ研修
 以下のとおり情報セキュリティに係る研修を行った。
・新規採用者への情報セキュリティ研修（420名）
・府政情報室と共催して個人情報適正管理研修における情報セキュリティ研修（198名）
・おでかけ情報セキュリティ研修　（20部局、573名）
  (2) 標的型攻撃（不審）メール対応訓練
近年増加している標的型メール攻撃に対応するため、一部の職員に対し、模擬の不審メールを送付し、そのメールに添付したファイルの開封率を確認するとともに、注意喚起を行う。
・平成30年８月に実施
  (3) ウェブ感染型マルウェア検知サービスの利用
府等が管理するウェブサイトについて、改ざんやマルウェアが埋め込まれていないか定期的に監視し、検知した場合は通報するサービスを利用した。

・監視対象　135ページ
６　業務システムの整備・運営
  (1) 業務システム等の運営
庁内ネットワーク内で全庁的に利用する業務システム等の運営を行った。
	名称
	概要

	大容量ファイル送受信サービス
	データサイズの大きな電子ファイルをインターネット上で安全に受け渡しするためのサービス。

	債権管理等事務の電算処理業務
	福祉部（障がい福祉室、高齢介護室、子ども室の貸付金業務）等が作成した調定データを用いて、納入通知書等を作成したり、収納があった場合に収入データを作成する電算処理業務。

	債権管理システムおよび住所・全銀マスタ検索システムの保守・運用支援業務
	債権管理システム及び住所・全銀マスタ検索システムの安定的な運用を行うための運用保守業務。

	「全国町・字ファイル」購入
	各所属で運用する情報システムにおいて、全国の住所情報を参照させるため、地方公共団体情報システム機構が作成する全国町・字ファイルを購入。


  (2) 共通プラットフォームの整備

サーバ仮想化技術を活用して、所属毎に調達している情報システムのサーバ機器の統合稼働環境として共通プラットフォームを構築し、システムの運用経費削減や、一元的な管理による情報セキュリティの強化を図る。
共通プラットフォームの整備にあたっては、庁内の環境に応じた最適な技術等を適用した設計を行うとともに、設計後の調達・構築における施工管理を行うため、庁内ネットワークの更新設計及び施工管理業務を委託した。平成30年度は、平成29年度の設計や計画に基づき、サーバ機器等を調達し、構築を行い、システム移行の支援を行った。
【対象システム】庁内52システム（予定）
【運用予定期間】平成30年10月から令和６年９月
○利用システム（平成30年度末現在）
	システム名

	行政文書管理システム（情報公開システム、歴史的文書管理システム含む）

	公費負担医療給付システム(育成、療育、養育、小児慢性特定疾病）

	特定不妊治療費助成給付システム　を含む（同サーバに構築）

	介護保険事業者管理システム

	生活保護システム


事務事業実績
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